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研究要旨 
【目的】近年 Direct acting antivirals（DAAs）の普及により C 型肝炎ウイルス（HCV）の撲滅が目指せる時代と
なってきた。厚生労働省から肝炎対策基本法の改正がなされ、医療機関に対し肝炎ウイルス検査結果を患者に
適切に説明することが求められている。しかし、院内検査で HCV 抗体陽性が判明した患者がその後適切な検
査や治療を受けることなく放置された結果、肝硬変や肝がんを発症した症例を散見する。そこで 2017 年より
当院検査科が中心となり院内紹介連携システムを構築し、HCV 抗体陽性患者に対する肝臓専門医受診勧奨を行
った。
【方法】2017 年より当院検査科では HCV 抗体陽性症例に対して、電子カルテおよび直接電話で検査施行医に
肝臓内科受診勧奨を促す肝炎アラートシステムを導入した。システム導入前（2016 年）および導入後（2017
年～2021 年）の期間に当院の肝臓内科以外の診療科における HCV 抗体測定症例を対象に HCV 抗体陽性率を
調査し、その後の適切な肝臓専門医への紹介の有無等に関しても調査した。
【結果】今回の調査期間全体を通じて HCV 抗体陽性率は 2%台とほぼ横ばいであった。アラートシステム導入
前（2016 年）の時点において、HCV 抗体陽性にもかかわらず専門医紹介等の適切な対応がされなかった症例
のうち約 20%に肝線維化／肝発癌高リスク群（ALT 30U/L 以上かつ PLT 15 万未満）を認めた。HCV 抗体陽性
症例に対して適切に肝臓内科への紹介がされなかった割合は、アラートシステム導入前（2016 年）の 48.6%
と比べて、システム導入後の 2017 年は 25.8%とほぼ半減し、それ以降も 2020 年 20%、2021 年 17.6%と増
加無く、アラートシステムによる一定の効果が維持されていた。また、各科別の肝臓内科紹介率についても、
大部分の診療科では明らかに向上していたが、ごく一部の診療科では依然として低率であった。尚、肝臓内科
へ紹介された症例のうち、HCV-RNA 陽性で抗ウイルス治療適応の症例に対しては、自己判断で drop out した
症例を除いては全例で DAAs 治療の実施に至った。

結論】当院にて肝炎アラートシステム導入後 5 年経過した時点においても一定の効果は持続していることが
明らかとなり、当院全体的には C 型肝炎に対する認識の高さが確認された。その一方で、依然として対応不十
分な診療科も存在していた。そのため、定期的に病院全体のみならず対応不十分な診療科に焦点を絞った個別
の啓発活動を行い HCV の根絶に一層努める必要がある。

A. 研究目的
近年 Direct acting antivirals（DAAs）の普及により

C 型肝炎ウイルス（HCV）の撲滅が目指せる時代とな
ってきた。厚生労働省から肝炎対策基本法の改正が
なされ、医療機関に対し肝炎ウイルス検査結果を患
者に適切に説明することが求められている。しかし、

院内検査で HCV 抗体陽性が判明した患者がその後適
切な検査や治療を受けることなく放置された結果、
肝硬変や肝がんを発症した症例を散見する。そこで
2017 年より当院検査科が中心となり院内紹介連携
システムを構築し、HCV 抗体陽性患者に対する肝臓
専門医受診勧奨を行った。
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B. 研究方法
2017 年より当院検査科では HCV 抗体陽性症例に

対して、電子カルテおよび直接電話で検査施行医に
肝臓内科受診勧奨を促す肝炎アラートシステムを導
入した。システム導入前（2016 年）および導入後
（2017 年～2021 年）の期間に当院の肝臓内科以外
の診療科における HCV 抗体測定症例を対象に HCV 抗
体陽性率を調査し、その後の適切な肝臓専門医への
紹介の有無等に関しても調査した。

C. 研究結果
2016～2021 年に肝炎ウイルス検査を受けた川崎

医科大学附属病院における HCV 抗体検査数および
HCV 抗体陽性率の年次推移を調査した。2020 年以降
のコロナ感染状況下では HCV 抗体検査数は減少した
ものの、調査期間全体を通じて HCV 抗体陽性率は 2%
台と著変なく、一定の HCV 抗体陽性者の存在が確認
された（図 1）。

アラートシステム導入前（2016 年）の時点におい
て、HCV 抗体陽性にもかかわらず専門医紹介等の適
切な対応がされなかった症例のうち約 20%に肝線維
化／肝発癌高リスク群（ALT 30U/L 以上かつ PLT 15
万未満）を認めた。

2017 年より川崎医科大学附属病院において、HCV
抗体陽性症例に対して電子カルテ／直接電話で検査
施行医に肝臓内科（専門医）受診勧奨を促す肝炎アラ
ートシステムを導入した。HCV 抗体陽性症例に対し
て適切に肝臓内科への紹介がされなかった割合は、
アラートシステム導入前（2016 年）の 48.6%と比べ
て、システム導入後の 2017 年は 25.8%とほぼ半減
し、それ以降も 2020 年 20%、2021 年 17.6%と増
加無く、アラートシステムによる一定の効果が維持
されていた（図 2）。

また、各科別の肝臓内科紹介率についても、大部分
の診療科では明らかに向上していたが、ごく一部の
診療科では依然として低率であった（図 3）。

肝臓内科へ紹介された症例のうち、HCV-RNA 陽性
で抗ウイルス治療適応症例に対しては、自己判断で
drop out した症例を除いては全例で DAAs 治療の実
施に至った。

尚、2020 年および 2021 年の 2 年間での評価のみ
ではあるが、HCV 抗体陽性者に占める HCV キャリア
率は約 30%であり、残りの約 70%は感染既往者｛う
ち抗ウイルス治療による HCV 排除（SVR）後が大半｝
であった（図 4）。
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D. 考察
2020 年以降のコロナ感染状況下では HCV 抗体検

査数は減少したものの、調査期間全体を通じて HCV
抗体陽性率は 2%台と著変なく、一定の HCV 抗体陽
性者の存在が確認された。

当肝炎アラートシステム導入前と比べて、システ
ム導入直後～5 年経過した時点に至るまで一定の効
果（肝臓内科紹介などの適切な対応）が持続している
ことが明らかとなり、C 型肝炎患者拾い上げに対する
非肝臓専門医の認識の向上が確認された。

また、各科別の肝臓内科紹介率についても、大部分
の診療科では明らかに向上していたが、ごく一部の
診療科では依然として低率であった。そのため、定期
的に病院全体のみならず対応不十分な診療科に焦点
を絞った個別の啓発活動を行う必要があろうと考え
られた。

一方、2020 年および 2021 年において、HCV 抗体
陽性者に占める約 70%は感染既往者｛うち抗ウイル
ス治療による HCV 排除（SVR）後が大半｝であった。
意外にも、HCV 排除後患者のうち、SVR 後肝がんス
クリーニング目的の画像 follow がされていない患者
も多く存在することが分かり、本アラートシステム
にて HCV キャリアのみならず HCV 感染既往者も拾
い上げることは、意義深いことであろうと考えられ
た。

E. 結論
当院にて肝炎アラートシステム導入後 5 年経過し

た時点においても一定の効果は持続していることが
明らかとなり、当院全体的には C 型肝炎に対する認
識の高さが確認された。その一方で、依然として対応
不十分な診療科も存在していた。そのため、定期的に
病院全体のみならず対応不十分な診療科に焦点を絞
った個別の啓発活動を行い HCV の根絶に一層努める
必要がある。
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